
（２）地滑りなど自然災害と地熱 
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 地熱井は鉄管が挿入され周囲をセメントで固めている訳ですから、地下を穴
だらけにして強度を弱めるどころか、地震でも壊れたことがありません。3･11
東日本大震災の時も、東北地方の総ての地熱発電所が全く被害を蒙らず、分散
型・ベースロード電源としての役割を如何なく発揮した事がマスコミの注目を
集めたほどです。 
 因みに、地震は地表近くほど影響が強く、地下深いほど影響が小さいので、
地表近くの温泉には地震の影響が出易いのですが、地熱井に地震の影響が出た
事は一度もありません。 

答：地滑り防止のために
水抜坑を掘ったり、崖崩
れ防止にアンカー杭を打
つのが普通です。             

問：地滑り地帯に地熱井戸を掘ることは
弱線を作ること？ 

日本自然保護協会2011年8月17日 
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（３）地下還元と環境汚染 

29 



問：地下還元される
地熱熱水には高濃度
のヒ素が含まれてい
る？ 

答：自然界で温泉
や鉱山から砒素は
環境に流出してい
るが、地熱発電は
地下から取り出し
たものは地下に還
元 。 

 還元された熱水
は地上に流出しな
いので、垂れ流し
ている温泉より環
境に優しい。             
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問：地下還元される地熱熱水に硫酸を
入れているのは環境汚染でないか？ 

答：硫酸は、食料品、薬品、衣
料品、生活用品などに広く使わ
れる無機化学薬品の王様。硫酸
イオンは多くの温泉の主成分で、
海水中に2,700ppm含まれます。             
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（４）地震 
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 1986年の群発地震も1995年運

転開始の柳津西山地熱発電所が
原因だとでも言うのでしょうか？ 33 



1986年の下郷町近辺で起きた内陸型地震の例 34 



問：地熱発電は地震を誘発する？ 答：高温岩体発電で有感地震が誘発さ
れた例が有りますが、熱水型の地熱発
電では被害地震を誘発した事例はあり
ません。             

 デンバー軍事施設廃水地中廃棄（米国）、ソルツ高温岩体発電（フランス）
やバーゼル高温岩体発電（スイス）では、高圧で大量の水を注水して、地下に
存在しなかった亀裂を人工的に造成しました。その結果、無感の極微小地震
（AE）や微小地震（AE）、場合によって有感となる地震が多数発生していま
す。注水量とAE及び地震の発生頻度が綺麗に対応しています。 

デンバーの例 
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問：平成7年5月に運開した柳津西山地熱
発電所の影響で、日常的な有感地震が続
いている？ 

答：元々、内陸型地震が
発生していましたが、運
開や噴気の開始・停止、
掘削との相関性はありま
せん。             

 柳津西山地区の微小地震は柳津町の要請に応えて1987年から奥会津地熱㈱が
連続観測しており、有感地震発生時には直ちに震源とマグニチュードを町に報
告する体制ができています。 
 観測結果と解析の詳細は毎年町に報告していますが、発電所が立地する２地
区住民に対しても不定期ながら要望に応じて複数年度にわたって説明会を開催
してきました。 
 柳津西山を震源とする大地震は1555年に発生して２村が全壊したという記録
が柳津町誌に記載されています。2009年にはマグニチュード4.9の直下型地震
が発生したので、観測結果の説明と蒸気生産・熱水還元活動との間に相関性が
認められないという解析結果を地元７地区住民に個別説明会を開いて説明しま
した。町は独自に福島地方気象台からの住民説明を求めた後、東北大学に解析
を依頼し、蒸気生産・熱水還元活動との因果関係は認められないとする研究結
果を住民に説明しました。 
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出典：ニュートン別冊 

 普段、地震の少ないデンバーやソルツやバーゼルと異なり、日本は地震から逃れられない国です。 37 



日本の地震には 

 

 ・ プレート沈み込み部で起き
るものと 

 ・ 内陸部で起きるものとが有
ります。 

 右の図に示されるように、内陸
部で起きる地震は浅い所で発生
しています。 

プレートの沈み込
み部 ⇒ 

内陸部 ⇑ 

日本海 太平洋 
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内陸型地震の例 
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気象庁、福島県、防災科研と奥会津社の観測体制 

観測点名 場所 地震計の種類 

OMS-1 砂子原 南北動 東西動 上下動 

OMS-2 芋小屋 南北動 東西動 上下動 

OMS-3 鳥屋 南北動 東西動 上下動 

OMS-4 沢中 南北動 東西動 上下動 

OMS-5 牧沢（25Pサイト内） 南北動 東西動 上下動 

奥会津社の観測体制 

奥会津社の地震計は高感度地震計です 気象庁は震度観測用に強震計を設置しています 

 奥会津地熱は1987年から25年間微小地震観測を継続しています。 
40 



 柳津西山地熱貯留槽を
横切る猿倉沢断層は地熱
生産ゾーンから遠く外れた
位置まで微小地震の震源
になっています。 

 還元ゾーンには地震の
発生が殆ど認められてい
ません。 

 更にこれに平行な２列の
地震の震源が認められ、
これらが広域的な断裂系
の構造を反映している事
を推定させます。 

 柳津西山地熱地帯は元々地震が発生し易い所なので、モニタリングを継続し、注意深く操業することが
求められており、住民への情報開示に努めています。 
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問：昭和49年6月に運開した大沼地熱発
電所と平成7年3月に運開した澄川地熱発
電所の影響で、大沼地震が発生？ 

答：大沼地震なるものは
有りません。             

 事実誤認です。 

 事実誤認です。 

答：岩手宮城内陸地震の
本震の震央位置は鬼首地
熱発電所から20km余離れ
ています。             

問：2008年6月に、鬼首地熱発電所の裏
山で岩手宮城内陸地震が発生？ 
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問：葛根田地熱発電所近傍の滝の上温泉
の温泉成分が著しく低下し、完全枯渇
し、 
1987年3月と1990年7月に土砂崩壊が発
生。（1988年1年間の観測で、葛根田地
熱地帯で発生する地震について、この原
因は地熱発電所の定期点検に伴う生産井
の停止による圧力変動の結果によるもの
との論文が1995年に研究発表されてい
る）？ 

答：微小地震は地下深部
に進展するものであり、
周辺温泉の枯渇、あるい
は土砂崩落との因果関係
は有りません。また、自
然湧出している温泉は以
前と変わりなく湧出して
います。             

 葛根田地域における微小地震発生については、定検時の生産井停止による地
下圧力変動が一要因となっているとの見解はあるが、この微小地震は地下深部
に進展するものであり、周辺温泉の枯渇、あるいは土砂崩落との因果関係は有
りません。また、自然湧出している温泉は以前と変わりなく湧出しています。 
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（５）再生可能エネルギーの 

持続可能な開発 
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問：地熱発電は運転開始後も補
充生産井を追加掘削するので再
生可能エネルギーでない？ 

答：温泉井が老朽化すると掘り直す
のと同じ理屈です。適正に管理され
た地熱発電所は持続的再生可能で
す。             

 大分県九重町にある出光大分地熱㈱が蒸気を生産し、九州電力㈱が発電して
いる滝上発電所は15年経過しても殆ど100%の利用率です。これは生産と自然補
給のバランスが取れている持続的再生可能エネルギーの優良事例です。 
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（６）自然公園内の開発行為 
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自然公園特別保

護地区, 780万kW, 
33% 

自然公園特別地

域, 1142万kW, 
49% 

自然公園外（未開

発地域）, 372万
kW, 16% 

既開発地域, 53万
kW, 2% 

特別保護地区を除
くポテンシャル 
1,514万kW 

地熱発電の国内ポテンシャル 

矢野(2008) 資源エネルギー庁地熱発電に関す
る研究会資料のデータ利用 

2,347万kW=世界第３位 

NEDOの調査し

た地点以外に
も、日本全体の
地熱ポテンシャ
ルの８２％が自
然公園内に、手
付かずで眠って
いる。 
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自然公園の区分は、「里山」型の「順応的開発・管理」を目指すべき 

 左の例では特別保護地区が公園外と接してお
り、普通地域が緩衝地帯という概念は窺えませ
ん。そもそも、特別地域、普通地域、公園外の区
分けは地元の利用状況と国有林の都合で決めら
れたのではないでしょうか？ 

 大沼、松川、葛根田、鬼首、八丁原、大岳の6箇
所は特別地域内、大霧、八丈島、霧島国際ホテル
地熱発電所は普通地域内に存在します。これま
で、４０数年の操業を継続していますが、環境影
響調査を継続しており、問題が発生していないこ
とが地方自治体と住民に報告されています。 

 再生可能エネルギーは開発ありきの資源略奪
型ではなく、「順応的開発・管理」を目指す、自然
と人間がどのように共生していくかという方向を目
指すべきです。 

 「里山」に代表されるような、人間の手が加わり、
それによって人間のなりわいを成立させてきた「２
次自然」の理解と、管理人の手が適度に加わるこ
とにより生物多様性は増すことの認識などが、自
然との共生のための自然公園の利活用にとって
重要でしょう。 
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（７）地熱発電の経済性と 

地熱発電に投下された税金の額 
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問：地熱発電は経済的でない？ 答：最も経済的な電源の一つです。             

 コスト等検証委員会報告書（平成23年12月19日）によると、地熱発電のコス
ト（40年間平均）は9.2～11.6円/kWhであり、石炭火力やLNG火力よりも経済的
であると計算されました。 

 但し、最初の15年間のコストが高いので、この間について政府による助成が
必要であり、固定価格買取制度が適用されることとなりました。 

 15年を過ぎた既設の地熱発電所の発電コストは7～8円/kWh程度であるとい
う事例が報道されています。 
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 地熱発電は石炭火
力より安い！ 
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問：地熱発電には莫大な税金が投入されている？ 

p.45 

  

答：1974~2012年までの39年間の合計は3,900億円で、その内
の18%、700億円は地域助成費です。 

 累計が3兆6,800億円という数字は事実誤認です。             
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地熱発電のデメリット 

• 規模が小さいので地域のエネルギーであって原発の様な全国規模電源
の代替にはならない。 

• 電源種毎のコスト比較では償却年数毎の比較と運転年数40年に統一し
た比較がなされているが、地熱発電は40年ではコストが低いが、初期建
設費が高いので短期間ではコストが高い。 

• 環境事故と労働災害の確率は他の工業に比べて格段に低いが、全くな
い訳では無いので専門的な知識と予防保全努力が必要。 

• 温泉への悪影響が及んだ事例が海外に有るので、専門的な知識に基づ
くモニタリングによる不断の監視が必要。 

• 高度な予測技術を必要とする地下資源開発事業なので事業リスクは低
くなく、公共事業に近いので一般の事業程の収益率は望めない、高リス
ク・低リターン事業である。 

問：地熱発電の良い事しか言わないが、悪い面もあるのではないか？ 

答：地熱発電のデメリットについても公の場で説明しています。             
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２．地熱発電開発に求められる姿 

• 温泉事業者と地元民が積極的に参加して利益を共有 

• 地域の活性化だけでなく、温泉事業・文化との共生・融和 

• エコ・エネルギーのモデル地域となる温泉共生地熱開発 

• 小さく作って大きく育てる控え目な地熱発電開発 

• 景観を含む自然環境に配慮した地熱発電開発 

• 温泉影響予測手法マニュアルを用いたモニタリング 

• 情報の開示と分かり易い解説 

• 温泉影響に対する保険を予め準備した地熱発電開発 
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温泉事業者への提案 

1. 地熱開発と温泉共生のための地元協議会の設置 

2. 温泉影響予測調査の実施とモニタリング継続 

3. 地熱データと温泉データの共有 

4. 温泉事業者と地元民の、地熱開発との積極的共生 

 4月27日の日本温泉協会（廣川允彦会長）声明文の「5項目の提案」 
 ▽地元（行政や温泉事業者）の合意 

 ▽客観性が担保された相互の情報公開と第三者機関の創設 

 ▽過剰採取防止の規制 

 ▽断続的かつ広範囲にわたる環境モニタリングの徹底 

 ▽被害を受けた温泉と温泉地の回復作業の明文化 
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